
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　 バック焦点距離の主対物レンズ（１，１００）と第１の部分の立体視鏡光路
および第２の部分の立体視鏡光路の光軸（１５ａ，１５ｂ，１２５ａ，１２５ｂ）の調節
可能な横方向移動とを有する立体視顕微鏡において、
主対物レンズ（１，１００）のバック焦点距離と第１の部分の立体視鏡光路および第２の
部分の立体視鏡光路の光軸（１５ａ，１５ｂ，１２５ａ，１２５ｂ）の横方向移動と

ことを特徴とする立体視顕微鏡。
【請求項２】
　第１の部分の立体視鏡光路内で光学部材（２ａ，１０２ａ）が第１の部分の立体視鏡光
路の光軸（１５ａ，１２５ａ )を平行移動するために配置されており、第２の部分の立体
視鏡光路内で光学部材（２ｂ，１０２ｂ）が第２の部分の立体視鏡光路の光軸（１５ｂ，
１２５ｂ）を平行移動するために配置されており、

１の部分の立体視鏡光路内の光学部材（２ａ，１０２ａ）と
主対物レンズ（１、１００） 第２の部分の立体視鏡光路内の光学部材（２

ｂ，１０２ｂ）と 主対物レンズ（１、１００）
、請求項１記載の立体視顕微鏡。
【請求項３】
　 が機械的 として構成されている、請求項２記載の立体視顕微鏡。
【請求項４】
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　第１の部分の立体視鏡光路と第２の部分の立体視鏡光路を平行移動するための光学部材
（２ａ，２ｂ；１０２ａ，１０２ｂ）として、第１の部分の立体視鏡光路の光軸（１５ａ
，１２５ａ）および第２の部分の立体視鏡光路の光軸（１５ｂ，１２５ｂ）に対して直角
に配向されている軸（３ａ，３ｂ；１０３ａ，１０３ｂ）のまわりで回転可能な立方体プ
リズムが設けられている、請求項１から３までのいずれか１項に記載の立体視顕微鏡。
【請求項５】
　双方の立方体プリズムが反対方向に互いに同期的に回転可能である、請求項４記載の立
体視顕微鏡。
【請求項６】
　双方の光学部材（２ａ，２ｂ；１０２ａ，１０２ｂ）の軸（３ａ，３ｂ；１０３ａ，１
０３ｂ）に対して同心に 学部材（２ａ，２ｂ；１０２ａ，１０２ｂ）と結合している
少なくともそれぞれ１つのギヤが配置され、該ギヤ の軸（３ａ，３ｂ；１０３ａ，１
０３ｂ）上に配置され、他の光学部材（２ａ，２ｂ；１０２ａ，１０２ｂ）と結合してい
るギヤに係合する、請求項４または５記載の立体視顕微鏡。
【請求項７】
　双方の光学部材（１０２ａ，１０２ｂ）と 主対物レンズ（
１００） 、請求項２から６までのいずれか１項に
記載の立体視顕微鏡。
【請求項８】
　主対物レンズ の物体側の焦点距離の調節と観察者用の立方体プリズム

の傾斜との によって生じる立体角 が予め選択
可能である、請求項 から７までのいずれか１項に記載の立体視顕微鏡。
【請求項９】
　 対物レンズ（１、１００） と

、請求項１から８までのい
ずれか１項に記載の立体視顕微鏡。
【請求項１０】
　倍率交換 （１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）を
備えた、請求項１から９までのいずれか１項に記載の立体視顕微鏡において、

主対物レンズ（１ 倍率交換 （１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ
；１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ） 実際の調節 バック焦点距離 調節とは
独立に、観察者により選択可能な、立体視顕微鏡の光学系の一定の全倍率が生じるように

いることを特徴とする、倍率交換 （１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０
４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）を備えた、請求項１から９までのいずれか１項に記載の立体
視顕微鏡。
【請求項１１】
　 が機械的に実施されている、請求項１０記載の立体視顕微鏡。
【請求項１２】
　 がサーボコントロール式に実施されている、請求項１０記載の立体視顕微鏡。
【請求項１３】
　 主対物レンズ 倍率交換 実際の調節

、請求項１０から１２までのいずれか１項記載の
立体視顕微鏡。
【請求項１４】
　立体視顕微鏡に、立体視顕微鏡 学系の所望の全倍率の された調節を可能
にする が配置されている、請求項１０から１３までのいずれか１
項記載の立体視顕微鏡。
【請求項１５】
　倍率交換 （１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）を
備えた立体視顕微鏡において、 主対物レンズ（１ 倍率交
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換 （１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）
バック焦点距離 調節とは独立に、観察者により選択可能な、立体視顕微

鏡の光学系の一定の全倍率が生じるように いることを特徴とする、倍率交換
（１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）を備えた立体視顕

微鏡。
【請求項１６】
　 が機械的に実施されている、請求項１５記載の立体視顕微鏡。
【請求項１７】
　 がサーボコントロール式に実施されている、請求項１５記載の立体視顕微鏡。
【請求項１８】
　 主対物レン 倍率交換 実際の調節

、請求項１５から１７までのいずれか１項記載の
立体視顕微鏡。
【請求項１９】
　立体視顕微鏡に、立体視顕微鏡 学系の所望の全倍率の された調節を可能
にする が配置されている、請求項１５から１８までのいずれか１
項記載の立体視顕微鏡。
【請求項２０】
　 バック焦点距離の主対物レンズを有する立体視顕微鏡の操作方法において、
主対物レンズ（１，１００）の バック焦点距離から生じる立体視鏡の部分光路
の光軸（１５ａ，１５ｂ；１２５ａ，１２５ｂ）の横方向移動を補償して、観察者にとり
予め選択可能な不変の立体角（δＳ ）が生じるようにするために、主対物レンズ（１，１
００） 体側の焦点距離を連続的に検知することを特徴とする立体視顕微鏡の操作方法
。
【請求項２１】
　主対物レンズ（１，１００） ック焦点距離に依存して、立体視顕微鏡の光学系の全
倍率を一定に保ち、 主対物レン 有する立体視顕微鏡を操
作する、請求項２０記載の方法。
【請求項２２】
　 主対物レンズを有する立体視顕微鏡を操作する方法におい
て、主対物レンズ（１，１００） ック焦点距離に依存して、立体視顕微鏡の光学系の
全倍率を一定に保つことを特徴とする、 主対物レンズを有す
る立体視顕微鏡を操作する方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
　調節可能なバック焦点距離の主対物レンズを有し、主対物レンズのバック焦点距離が変
化した場合でも不変の生理学的視覚印象が存在する立体視顕微鏡に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　ドイツ国実用新案Ｇ９００３４５８．９号から、手術用顕微鏡の調節可能なバック焦点
距離の主対物レンズは公知である。この主対物レンズは、主として相互移動可能な２つの
レンズ群からなり、その際そのつどの相対的移動に依存して、主対物レンズの物体側の焦
点距離が変化しうる。しかし、このような焦点距離の変化は、なかんずく立体角の変化を
生じる。
【０００３】
　手術用顕微鏡の光学的性能に対する要求の増加につれて、主対物レンズの調節されたバ
ック焦点距離に依存して変化する立体角およびそれにより変化する生理学的視覚印象は外
科医にとって不利であることが判明した。
【０００４】
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【発明が解決しようとする課題】
　従って、本発明の課題は、上述した先行技術の欠点を回避する立体視顕微鏡を提供する
ことである。主対物レンズの物体側の焦点距離が変化する場合でも、立体視顕微鏡におけ
る生理学的視覚印象は不変であるように努力される。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　この課題は、調節可能なバック焦点距離の主対物レンズと第１の部分の立体視鏡光路お
よび第２の部分の立体視鏡光路の光軸の調節可能な横方向移動とを有する立体視顕微鏡の
場合に、主対物レンズのバック焦点距離と第１の部分の立体視鏡光路および第２の部分の
立体視鏡光路の光軸の横方向移動とが連動するという請求項１の特徴を有する立体視顕微
鏡によって解決され、また、
倍率交換レンズを備えた立体視顕微鏡の場合に、調節可能なバック焦点距離の主対物レン
ズと倍率交換レンズとが、実際の調節の際に、バック焦点距離の調節とは独立に、観察者
により選択可能な、立体視顕微鏡の光学系の一定の全倍率が生じるように連動していると
いう請求項１５の特徴を有する、倍率交換レンズを備えた立体視顕微鏡によって解決され
る。
【０００６】
　本発明による立体視顕微鏡の有利な構成は、請求項２から１４までのいずれか１項の従
属請求項ならびに請求項１６から１９までのいずれか１項の従属請求項に存在する。本発
明による立体視顕微鏡の適当な操作方法は、請求項２０から２２までのいずれか１項の対
象である。
【０００７】
　主対物レンズのバック焦点距離の調節と主対物レンズ後方の立体視鏡の部分的光路長と
の間の本発明による連動に基づき、主対物レンズの物体側の焦点距離が変化した場合でも
、観察者には常に一定の立体角が存在することが保証されている。
【０００８】
　本発明による連動には、所望の精度および費用によって一連の実現可能性が存在する。
【０００９】
　調節可能なバック焦点距離の主対物レンズの場合、バック焦点距離に依存する立体角と
共に、立体視顕微鏡の全光学系の倍率は、なかんずく主対物レンズのそのつどの物体側の
焦点距離にも依存することから、所望の一定の生理学的視覚印象の妨害が生じる。それに
より、このバック焦点距離が変化する場合に、立体視顕微鏡の全倍率も一定にとどまらず
、特定の範囲内で変化する。従って、本発明によれば主対物レンズの検知された物体側の
焦点距離は、立体角を一定に保つために利用されないで、倍率交換レンズを有する立体視
顕微鏡において立体視顕微鏡の全倍率を一定に保つための入力量としても使用される。そ
れにより、別の第２の連動により、調節可能なバック焦点距離の主対物レンズの後に接続
された倍率交換レンズの固有倍率はバック焦点距離に依存して制御または調節される。
【００１０】
　それにより全体として、観察者に対して、主対物レンズの調節された対物側の焦点距離
とは独立に、立体視顕微鏡において一定の生理学的視覚印象が生じる。従って、殊に本発
明による立体視顕微鏡の手術用顕微鏡としての使用に対して一連の利点が生じる。
【００１１】
　有利には本発明による連動は、適当な操作部材を介して選択的に遮断および接続するこ
とができるので、観察者は本発明による立体視顕微鏡の種々の操作モードの間で選択自由
度を有する。
【００１２】
　本発明による立体視顕微鏡の別の利点および詳細は、添付図面による実施例の下記の記
載から明らかである。
【００１３】
【実施例】
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　図１には、本発明による立体視顕微鏡の第１の実施例が示されている。本発明による立
体視顕微鏡は、２つの別個のレンズ部材（１ａ，１ｂ）からなる、調節可能なバック焦点
距離を有する主対物レンズ（１）を備えている。前面に配置された負のレンズ部材（１ａ
）は、立体視顕微鏡のケーシング内に堅固に配置され、正のレンズ部材（１ｂ）は光軸（
１４）に沿って限定されて移動可能である。調節可能なバック焦点距離を有し、他の点で
は、上記のドイツ国実用新案Ｇ９００３４５８．９号に一致する主対物レンズ（１）を用
いると、１５０ｍｍ～４５０ｍｍの範囲内の焦点距離の物体側の変化が可能である。観察
者側で、立体視鏡の部分光路内に配置された光学部材（２ａ，２ｂ）が続き、該部材を用
いて立体視鏡の部分光路を、主対物レンズ（１）と後方に配置された倍率交換レンズ（４
ａ，５ａ，６ａ／４ｂ，５ｂ，６ｂ）の間で制限されて横方向に移動することができる。
この場合、本発明による立体視顕微鏡の図示された実施例においては、倍率交換レンズ（
１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）は、無条件に必要では
ないことを指摘する。
【００１４】
　双方の光学部材（２ａ，２ｂ）は、それぞれ立体視鏡の部分光路の光軸（１５ａ，１５
ｂ）に対して直角に配向された軸（３ａ，３ｂ）のまわりで回転しうる、互いに同期化さ
れた立方体プリズムとして構成されている。立方体プリズムは、伝動装置を介してそれぞ
れ他の軸（３ａ，３ｂ）上に配置されたギヤに係合するので、立方体プリズムが傾斜した
場合、他の立体視鏡の部分光路中で立方体プリズムが同じ角度だけ相応して反対方向に同
期的に傾斜する。それと共に、双方の立体視鏡の部分光路の光軸（１５ａ，１５ｂ）は、
それぞれ同じ大きさだけ内側または外側へ平行移動する。このような装置の可能な機械的
構成のためには本出願人のドイツ国実用新案（Ｇ９３０５４４７．５号）が指摘され、そ
こにはこの装置を用いて立体視鏡の組み合わされた選択的調節が実現されている、主対物
レンズのバック焦点距離との連動は設けられていない。
【００１５】
　双方の回転可能の光学部材（２ａ，２ｂ）に、立体視鏡の部分光路中に配置された公知
の倍率交換レンズの光学部材（４ａ，５ａ，６ａ／４ｂ，５ｂ，６ｂ）が続く。倍率交換
レンズの１つまたは幾つかの光学部材（４ａ，５ａ，６ａ／４ｂ，５ｂ，６ｂ）を相互に
ずらすことによって、利用者により所望の倍率を明確に調節することができる。図示のス
テップレス倍率交換レンズの代りに、離散倍率ステップを有する公知のガリレイ変換器を
倍率交換レンズとして使用することもできる。さらに、本発明による立体視顕微鏡の簡単
な構成において、倍率交換レンズ（１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ；１０４ｂ，１０５ｂ
，１０６ｂ）を断念することも可能である。
【００１６】
　図示された実施例においては、倍率交換レンズ（４ａ，５ａ，６ａ／４ｂ，５ｂ，６ｂ
）に、観察側で立体視像の部分光路中に、像正立プリズム（７ａ，７ｂ）ならびにビュー
レンズまたは接眼レンズ（８ａ，９ａ／８ｂ，９ｂ）が続き、これらは公知の形式に配置
される。
【００１７】
　さらに、立体視顕微鏡は、少なくとも１つの光源ならびに１つまたは幾つかの転向部材
を有する照明装置（図示せず）を有する。
【００１８】
　ところで、本発明によれば、主対物レンズ（１）の物体側の焦点距離の調節と観察者用
の立方体プリズムの傾斜との間の連動によって一定の立体角δｓ が実現される。さらに、
本発明により一定に保たれる立体角δｓ は双方の立方体プリズムにより予め選択可能であ
る。手術前に、手術する外科医は、要件により、図示されてない操作部材を介して所望の
立体角δｓ に 調節する。一度調節した立体角δｓ を一定に保つために、双方の立方体プリ
ズムを、主対物レンズ（１）のバック焦点距離に依存して適当に傾けることによって、立
体視鏡の部分光路の双方の光軸（１５ａ，１５ｂ）間の距離Ｓｃ は、この距離Ｓｃ が主対
物レンズ（１）の直接後方で変化し、それと共に立体角δｓ が実際に主対物レンズのバッ
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ク焦点距離に依存して変化するときでも、一定に保たれる。従って、観察者には本発明に
よる連動装置に基づき、そのつどの主対物レンズのバック焦点距離とは独立に、常に一定
の立体角δｓ が生じる。
【００１９】
　バック焦点距離の変化の際に距離Ｓｃ が大きくなるか小さくなるかにより、この場合に
生じるこの距離の変化δｓ ｃ は、双方の立方体プリズムを相応に反対方向に傾けることに
よって、双方の立体視鏡の部分光路の光軸が常に同じ一定距離Ｓｃ を有するように補償し
なければならない。
【００２０】
　図１の実施例において、観察者に対し一定の立体角δｓ を保証するために、主対物レン
ズ（１）のバック焦点距離の調節と、双方の立体視鏡の部分光路の光軸（１５ａ，１５ｂ
）の平行移動とが機械的に連動されている。このために、調節可能なバック焦点距離の主
対物レンズ（１）の移動可能のレンズ部材（１ｂ）が結合部材（１０）を介してスピンド
ル駆動軸（１１）と結合していて、該駆動軸がこのレンズ部材（１ｂ）の光軸（１４）に
沿った運動が、後方に配置された光学部材（２ａ，２ｂ）の、立体視鏡の部分光路中で相
応する旋回軸（３ａ，３ｂ）を中心とする傾斜と連動している。この場合、双方の光学部
材の少なくとも１つ（２ｂ）は、もう１つの結合部材（１２）を介して同様にスピンドル
駆動軸（１１）と結合している。結合は、主対物レンズ（１）のそのつどのバック焦点距
離とは独立に一定の立体角δｓ が存在するように意図されている。従って、立方体プリズ
ムの傾倒は、主対物レンズ（１）の可動レンズ部材（１ｂ）の直線移動と同調するようで
なければならない。場合によっては、このために立方体プリズムとスピンドル駆動軸（１
１）の間の結合部材（１２）に適当な移動カム曲線を寸法定めすることもできる。
【００２１】
　主対物レンズのバック焦点距離の調節は、図示された実施例においては手動で、スピン
ドル駆動軸（１１）を介して行なわれるかまたは可動レンズ部材（１ｂ）と結合している
操作部材（１３）を介して行なわれる。しかしその代りに、適当な駆動装置を介してこの
レンズ部材（１ｂ）のモータによる移動調整および双方の立方体プリズムのモータによる
相応する移動調整も常に可能である。
【００２２】
　もちろん、図１に略示された、主対物レンズのバック焦点距離と立体角δｓ との間の機
械的連動は、構造上、選択可能であるように実現することもできる。この場合、本発明に
よれば、連動により、物体側の主対物レンズの焦点距離の変化の際にも立体角δｓ の不変
性が保証されていることは、重要なことである。
【００２３】
　本発明による立体視顕微鏡のもう１つの実施例は、図２における略図につき記載する。
この場合、本発明による立体視顕微鏡のこの実施例の光学系は、大体において図１からの
実施例の光学系に一致する。従って、図示された立体視顕微鏡の光学系は、同様に、定置
の負のレンズ部材（１００ａ）およびこれに対して可動の正のレンズ部材（１００ｂ）か
らなる、調節可能なバック焦点距離の主対物レンズ（１００）を備えている。その後方に
、立方体プリズムとして構成された２つの光学部材（１０２ａ，１０２ｂ）が続き、これ
らはそれぞれ再び、双方の立体視鏡の部分光路の光軸（１２５ａ，１２５ｂ）に対して直
角に整列されている軸（１０３ａ，１０３ｂ）のまわりで反対方向に同期的に回転可能で
ある。前記の２つの光学部材には、調節された倍率のステップレス変化を可能にする倍率
交換レンズ（１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ／１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）が続く。
このために、公知のパンクラテイックの倍率交換レンズが設けられている。さらに、立体
視鏡の部分光路中に、正立プリズム（１０７ａ，１０７ｂ）ならびにビューレンズまたは
接眼レンズ（１０８ａ，１０９ａ／１０８ｂ，１０９ｂ）が公知形式で配置されている。
【００２４】
　図１からの図示された実施例とは、本発明による立体視顕微鏡のこの実施例は一方で、
主対物レンズ（１００）の可動のレンズ部材（１００ｂ）の移動調整が今やモータ駆動装
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置（１１０）によって行なわれることにより区別される。この場合、光軸（１４０）上で
の可動のレンズ部材（１００ｂ）のそのつどの位置は、所属するエンコーダ（１１１）に
よって検知される。それで、そのつど調節された主対物レンズのバック焦点距離は常に知
られている。モータ駆動装置（１１０）の制御も、エンコーダ（１１１）により供給され
る位置情報の評価も、中央サーボコントロール装置（１２０）が引き受ける。
【００２５】
　光軸（１４０）上での可動のレンズ部材（１００ｂ）のそのつどの位置、つまり実際に
調節された主対物レンズ（１００）の物体側の焦点距離に対する評価されたエンコーダ情
報に応じて、もう１つのモータ駆動装置（１１２）によって、立体角δｓ を一定に保つた
めに必要な、立方体プリズムとして構成された双方の光学部材（１０２ａ，１０２ｂ）が
連動して傾倒する。
【００２６】
　この傾倒は再び、スピンドル駆動軸（１１６）およびそれと結合している、モータ駆動
装置（１１２）および双方の光学部材のいずれか（１０３ｂ）を相互に結合するレバーバ
ー（１１７）を介して行なわれる。双方の光学部材（１０２ａ，１０２ｂ）の実際の角度
調整およびそれと共にこれにより惹起される、立体視鏡の部分光路の光軸（１２５ａ，１
２５ｂ）の平行移動は、図示の実施例では同様に所属するエンコーダ（１１３）により検
知される。
【００２７】
　それで、中央のサーボコントロール装置（１２０）を介して、主対物レンズ（１００）
のバック焦点距離の調節と立体視鏡の部分光路の移動との間のサーボコントロールされる
連動は、立体視鏡の部分光路の光軸（１２５ａ，１２５ｂ）の距離Ｓｃ が実際に変化する
場合でも、主対物レンズ（１００）の直接後方で観察者に対し常に不変の立体角δｓ が生
じるように保証している。
【００２８】
　この場合、サーボコントロールされる連動は、所望の費用により、制御または調整回路
として構成することができる。図２に図示された実施例におけるような変更調整回路にお
いてサーボコントロール装置（１２０）が連続的に、双方の立方体プリズムの実際の傾倒
および生じる平行移動を検知するが、変更制御回路においてはこのような帰還はなくすこ
とができる。サーボ制御される連動のこのような構成は、調整技術の投入により、所要経
費が相応に僅かである。
【００２９】
　検知された、主対物レンズ（１００）の実際のバック焦点距離に関する情報は、図２に
示された実施例においては、サーボ制御装置（１２０）を介して、もはやたんに双方の光
学部材（１０２ａ，１０２ｂ）の角度調節および立体角δｓ の一定保持と結合するために
使用されるだけでなく、さらに本発明による立体視顕微鏡の光学系の一定の全倍率を調節
するための入力量として利用される。このために、倍率交換レンズの光学部材（１０４ａ
，１０５ａ，１０６ａ／１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ）の１つまたは幾つかは同様にモ
ータ駆動装置（１１４）と結合していて、該モータ駆動装置が光軸に沿った相応する移動
調整、それと共に倍率の定義された調節を可能にする。この駆動装置（１１４）に所属す
るエンコーダ（１１５）は、倍率交換レンズ（１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ／１０４ｂ
，１０５ｂ，１０６ｂ）のそのつどの倍率を連続的に検知する。
【００３０】
　エンコーダの全情報は同じく中央のサーボ制御装置（１２０）により検知され、相応に
評価される。
【００３１】
　本発明による立体視顕微鏡のこの実施例においても、再び主対物レンズ（１００）の実
際のバック焦点距離に依存して、立体視顕微鏡の観察者に重要な別の倍率、即ち全倍率の
調節を制御または調整する、別の第２の連動が実現される。相応する制御または調整回路
により、立体視顕微鏡の光学系の一定の全倍率を達成しようと努力される。本発明による
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立体視顕微鏡の所望の全倍率は、たとえば立体視顕微鏡に配置された（図示されてない）
調節部材により、利用者によって選択可能である。そのつど選択された全倍率は、さきに
記載したように、手術の経過中一定に保たれる。
【００３２】
　最後に記載した、そのつどの主対物レンズのバック焦点距離と立体視顕微鏡の光学系の
全倍率との間の結合は、立体視顕微鏡において一定の立体角を実現するための記載した第
１の連動とは独立に使用することもできる。たんに、主対物レンズのバック焦点距離の検
知および全倍率との連動が必要である。
【００３３】
　図２に記載したサーボコントロールされる連動と共に、この連動をカム駆動装置等によ
る機械的変形として実現することもできる。
【００３４】
　さらに、記載されたすべての連動を、適当な操作部材を用い観察者により選択的に接続
および遮断して、本発明による立体視顕微鏡に対する一連の可能な操作モードが生じるよ
うにすることは、有利であることが判明した。
【図面の簡単な説明】
【図１】　第１実施例の本発明による立体視顕微鏡の概略図
【図２】　付加的に主対物レンズのバック焦点距離と倍率交換装置との間の結合が設けら
れている、第２実施例の本発明による立体視顕微鏡の概略図
【符号の説明】
　　　１　　主対物レンズ
　　　１ａ，１ｂ　　レンズ部材
　　　２ａ，２ｂ　　光学部材
　　　３ａ，３ｂ　　旋回軸
　　　４ａ，５ａ，６ａ　　倍率交換レンズ
　　　４ｂ，５ｂ，６ｂ　　倍率交換レンズ
　　　７ａ，７ｂ　　正立プリズム
　　　８ａ，９ａ／８ｂ，９ｂ　　接眼レンズ
　　　１０　　結合部材
　　　１１　　スピンドル駆動軸
　　　１２　　結合部材
　　　１３　　操作部材
　　　１００　　主対物レンズ
　　　１００ａ　　負のレンズ部材
　　　１００ｂ　　正のレンズ部材
　　　１０２ａ，１０２ｂ　　立方体プリズム
　　　１０３ａ，１０３ｂ　　軸
　　　１０４ａ，１０５ａ，１０６ａ　　倍率交換レンズ
　　　１０４ｂ，１０５ｂ，１０６ｂ　　倍率交換レンズ
　　　１０７ａ，１０７ｂ　　正立レンズ
　　　１０８ａ，１０９ａ／１０８ｂ，１０９ｂ　　接眼レンズ
　　　１１０　　モータ駆動装置
　　　１１１　　エンコーダ
　　　１１２　　モータ駆動装置
　　　１１３　　エンコーダ
　　　１１４　　モータ駆動装置
　　　１１５　　エンコーダ
　　　１１６　　スピンドル駆動軸
　　　１１７　　レバーバー
　　　１２０　　サーボコントロール装置
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　　　１２５ａ，１２５ｂ　　光軸
　　　１４０　　光軸

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

(9) JP 3842308 B2 2006.11.8



フロントページの続き

(72)発明者  ウルリッヒ　ザンダー
            ドイツ連邦共和国　オーバーコッヘン　アイヒェンドルフヴェーク　３
(72)発明者  ウルリッヒ　レムッケ
            ドイツ連邦共和国　ハイデンハイム　ハウプトシュトラーセ　３２

    審査官  吉野　公夫

(56)参考文献  特開平０５－１０７４８１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０４－０７６５１４（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              G02B 21/22

(10) JP 3842308 B2 2006.11.8


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

